
◎建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正

する法律 
（令和元年五月一七日法律第四号）   

一、提案理由（平成三一年四月一二日・衆議院国土交通委員会） 

○石井国務大臣 ただいま議題となりました建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 エネルギー資源の大半を海外に依存している我が国においては、省エネルギー対策を

徹底し、限られた資源の有効な利用を図ることが重要な課題となっております。 

 また、地球温暖化対策の観点からも、パリ協定を踏まえた我が国の目標を確実に達成

するため、省エネルギー対策の推進が求められております。 

 このため、我が国のエネルギー消費量の約三割を占める建築物について、省エネルギ

ー性能の一層の向上を図るべく、建築物の規模、用途ごとの特性に応じた実効性の高い

総合的な対策を講じることが不可欠であります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第であります。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、省エネルギー基準への適合を建築確認の要件とする建築物の範囲について、

中規模以上のオフィスビル等に拡大することとしております。 

 第二に、小規模な建築物について、設計を行う建築士は、省エネルギー性能に関する

評価を行い、その評価結果等について建築主に説明しなければならないこととしており

ます。 

 第三に、多数の注文戸建て住宅等を建設する事業者に対し、その住宅の省エネルギー

性能の向上を図る必要があるときは、国が勧告等を行うことができることとしておりま

す。 

 第四に、複数の建築物の連携により、すぐれた省エネルギー性能を実現する取組につ

いて、所管行政庁の認定を受けて容積率の特例を受けることができることとしておりま

す。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成三一年四月二三日） 

○谷公一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、今日、省エネ対策を推進することが重要な政策課題となっていることから、

我が国のエネルギー消費量の約三割を占める建築物について、省エネ性能の一層の向上

を図るべく、実効性の高い総合的な対策を講ずるものであります。 

 その主な内容は、 



 第一に、省エネ基準への適合を建築確認の要件とする建築物の対象を拡大すること、 

 第二に、小規模な建築物について、設計を行う建築士は、省エネ性能評価を行い、そ

の評価結果等を建築主に説明しなければならないこと、 

 第三に、多数の注文戸建て住宅等を建設する事業者に対し、その住宅の省エネ性能の

向上を図る必要があるときは、国が勧告等を行うことができること 

などであります。 

 本案は、去る四月二日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託されました。 

 本委員会におきまして、十二日石井国土交通大臣から提案理由の説明を聴取し、十七

日、質疑を行い、質疑終了後、採決いたしました結果、本案は全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年四月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 省エネ基準の適合義務制度の対象の拡大が市場の混乱につながることのないよう、

関係政省令等の制定から施行までに十分な準備期間を置いた上で、制度を運用する地

方公共団体等の関係機関、関係事業者等に対する制度の周知を徹底すること。 

二 届出制度の審査手続の合理化を踏まえ、制度を運用する地方公共団体に指針を示す

等により、省エネ基準不適合物件への指示・命令等がより的確に行われるよう促すこ

と。 

三 説明義務制度等が円滑に導入されるよう、省エネ基準の簡素化等を進めるとともに、

省エネ基準や省エネ改修に関する技術等に係る中小工務店等向けの講習会等の実施を

積極的に推進すること。 

四 地域の気候風土に対応した伝統的構法による住宅・建築物の建設に支障を与えない

よう、省エネ基準の適正化を検討するとともに、伝統的構法による木造住宅等の省エ

ネ性能の向上を引き続き支援すること。 

五 住宅・建築物単体の省エネ性能の向上に併せて、植栽等の建物周辺の緑化を進める

ことによる省エネ効果に関する調査研究を推進すること。 

六 地中熱を活用した冷暖房設備など、現行の省エネ基準では評価手法が確立されてい

ない技術について、適切な評価手法を検討すること。 

七 国民に対して、住宅・建築物の省エネ性能の向上の必要性、断熱性能の向上がヒー

トショックの防止など居住者の健康の維持等に資することの検証結果を含む効果や本

法に盛り込まれた制度等の内容をわかりやすく説明し、本法が円滑に施行される環境

を整備すること。 



八 既存の住宅・建築物の省エネ改修を更に促進するため、住宅事業者による、省エネ

性能に関する情報の積極的な提供を促すこと等により、建築物省エネルギー性能表示

制度（ＢＥＬＳ）等の更なる普及を促進し、省エネ性能に優れた住宅が市場において

適切に評価される環境を整備するとともに、既存ストックの更なる性能向上に向け、

財政・税制上の支援措置を講ずること。 

九 パリ協定を踏まえた温室効果ガス排出量に係る住宅・建築物分野の二〇三〇年度の

目標達成に向けて、本法に盛り込まれた措置を的確に実施し、その効果等を丁寧にフ

ォローアップすること。また、二〇五〇年までに八〇％の温室効果ガスの削減を目指

すという長期的目標の達成に向けて、戸建住宅を含むすべての住宅・建築物の省エネ

対策の充実に向けた検討に引き続き取り組むこと。 

三、参議院国土交通委員長報告（令和元年五月一〇日） 

○羽田雄一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、建築物のエネルギー消費性能の一層の向上を図るため、建築士に対し小

規模建築物のエネルギー消費性能に係る評価及びその結果の建築主への説明を義務付け

るとともに、建築物エネルギー消費性能基準への適合義務等の対象となる特定建築物の

範囲の拡大、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の容積率の特例の拡

充等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、新築住宅等の省エネ義務化が見送られた理由、建築物の省エ

ネに係る基準及びその評価の在り方、中小建設業者及び建築士の省エネ技術向上に向け

た取組等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年五月九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 省エネ基準の適合義務制度の対象の拡大が市場の混乱につながることのないよう、

関係政省令等の制定から施行までに十分な準備期間を置いた上で、制度を運用する地

方公共団体等の関係機関、関係事業者等に対する制度の周知を徹底すること。 

二 届出制度の審査手続の合理化を踏まえ、制度を運用する地方公共団体に指針を示す

こと等により、省エネ基準不適合物件への指示・命令等がより的確に行われるよう促

すこと。 

三 説明義務制度等が円滑に導入されるよう、省エネ基準の簡素化等を進めるとともに、

省エネ基準や省エネ改修に関する技術等に係る中小工務店及び建築士等に向けた講習



会等の実施を積極的に推進すること。 

四 地域の気候風土に対応した伝統的構法による住宅・建築物の建設に支障を与えない

よう、省エネ基準の適正化を検討するとともに、伝統的構法による木造住宅等の省エ

ネ性能の向上を引き続き支援すること。 

五 地方公共団体が条例により省エネ基準を付加するに当たり、円滑な実施に向け、多

様なケースに対応できるよう指針を作成するなど、必要な支援を行うこと。 

六 住宅・建築物単体の省エネ性能の向上に併せて、植栽等の建物周辺の緑化を進める

ことによる省エネ効果に関する調査研究を推進すること。 

七 地中熱を活用した冷暖房設備など、現行の省エネ基準では評価手法が確立されてい

ない技術について、適切な評価手法を検討すること。 

八 国民に対して、住宅・建築物の省エネ性能の向上の必要性、断熱性能の向上がヒー

トショックの防止など居住者の健康の維持等に資することの検証結果を含む効果や本

法に盛り込まれた制度等の内容を分かりやすく説明し、本法が円滑に施行される環境

を整備すること。 

九 建築物における熱の放出及び流入は、その多くが開口部を通じて行われることから、

建築物の省エネ性能向上のため、木製サッシの活用推進を図るなど、窓枠に係る断熱

性能の向上を進めること。 

十 既存の住宅・建築物の省エネ改修を更に促進するため、住宅事業者による、省エネ

性能に関する情報の積極的な提供を促すこと等により、建築物省エネルギー性能表示

制度（ＢＥＬＳ）等の更なる普及を促進し、省エネ性能に優れた住宅が市場において

適切に評価される環境を整備するとともに、既存ストックの更なる性能向上に向け、

新技術・工法の開発支援に係る措置及び財政・税制上の支援措置を講ずること。 

十一 パリ協定を踏まえた温室効果ガス排出量に係る住宅・建築物分野の二〇三〇年度

の目標達成に向けて、本法に盛り込まれた措置を的確に実施し、その効果等を丁寧に

フォローアップすること。また、二〇五〇年までに八〇％の温室効果ガスの削減を目

指すという長期的目標の達成に向けて、戸建住宅を含むすべての住宅・建築物の省エ

ネ対策の充実に向けた検討に引き続き取り組むこと。 

十二 省エネ施工等に係る不正が見逃されることのないよう、関係機関等と連携し、審

査及び監督の充実に必要な対策を講ずること。 

  右決議する。 


